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日 立 評 論

総 説 技術の進歩が社会の発展をもたらす0その技術の進如ミきわめて急速な技術革新の時代

に当面して,広汎な工業製品を取り扱う日立製作所の使命はますます重大である｡われわ

れは新しい技術によって,時代の要求に応じた機能と品質をもった新しい製品を市場に送

りrl･iすことが社会に対する任務であど),ひいては企業発展に結びつくと考えているが,こ

れらの新しい技術,新しい製品を生み出す原動力が研究開発である｡

日立製作所は創業当初から｢国産技術の開発+を旗印として研究開発を重視してきてい

る｡その現われとして昭和9年に日立研究所,昭和17年に中央研究所さらに昭和41年に

機械研究所を設立,各工場においてそれぞjLの製品に応じた開発を行なっている人員を含

めて数千人の従業員が研究開発に従事している｡また研究榊発費も月約10億円に及んで

いる｡しかしこれらの研究態勢も世界的競争を考えるとまだ十分とは言えなく,いっそう

の充実を図らねばならないと考えている｡

しかし近代工業における技術は非常iこ高度化し･,かつ複雑化しているのでそれら全体を

"一･企業でカバーすることばとうていできない｡したがって個々の分野あるいはその一部に

おいて大学や国家的研究機関などを利用したり,場合に応じて内外他社からの技術導入も

必要となってくる｡われわれは技術導入を一概に排除することなく,技術供与と技術導入

との共存によって相互繁栄を図ることを考えているが,問題は供与と導入のバランスであ

り,導入一辺倒では永続的繁栄に結びつかない｡特に先進諸国との関係においてはわが国

全体として導入超過である｡わが国の戦後の急速な発展は大幅な技術導入によるところ大

であるが,今後は自主技術の比率を増大し その一部は先進諸国にも供与するように持っ

ていく必要がある｡このような見地から,研究所の基本方針としてはすでに数年前から

(1)お手本のある研究はとF)あげまい

(2)プロジェクト中心で協力しよう

(3)タイミングよく成果なあげよう

の3項目をあげているが,この方針は今後も続けていくつもりである｡

日立製r‡三所の製品分野は広く研究開発もきわめて多岐にわたっているが,研究開発のお

もなものはエネルギーおよび幣源開発,エレクトロニクスおよびその応用システム,公害

防止を含めて生活環境の改善に関する課題に大きくわけることができよう｡これらのなか

にはMHD発電装置,高性能電子計算二機,火力発電所排ガス脱硫装置など単に一企業とし

てでなく,政府の大形開発プロジェクトiこ協力しているもの,高性能鉄道車両,電子交換

機など公共事業に寄与するものがあi),またエレクトロニクスの中心となるべき集積回

路,家庭やオフィスの環境改善に直接役だつ機器の開発などあって,とうてい限られた紙

面で全ぼうを明らかにすることはできない｡以下いくつかの研究成果を簡単に紹介する

が,これらは全く氷山の一角である｡あとに述べられている多くの製品も過去の研究開発

の成果のつみ重ねから生まれたものであり.またいかに信振度高く,いかに安価に作るか

という表i如こ現わj‾t′ない研究開発も多いことをご理解願いたい｡

日立製作所の技術は,国産技術の開発に対するひたむきな熱意を中心に研究所,工場間

はもちろん,系列会社を含めて緊密な協力のもとに形成されており,不断の努加･こより今

後いっそう発展していくことを確信している｡
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亜硫酸ガスによる大気汚染は石油消費量の増大に伴い年々増加の

一途をたどり,イオウの除去対策が急がれている｡イオウ除去方法

としては直接脱硫,ガス化脱硫,燃焼排ガス脱硫などがありそれぞ

れ特長を持っているが,現段階で早期実用化の可能性あるものほ排

ガス脱硫法と考えられる｡活性炭吸着による排ガス脱硫はこの一つ

の有力な方法である｡本方法は工業開発研究所,東京電力株式会社

と日立製作所が共同で開発したもので,活性炭の特殊な性質を利用

し,排ガス中のイオウ酸化物を吸着除去する方法である｡

通商産業省工業技術院は,排ガス脱硫技術の開発が公害対策とし

て,きわめて緊急を要する問題として,昭和41年度より新しく発足

した大形プロジェクト研究開発のテーマの一つに取り上げ,当時最

も研究が進んでおり,かつ有望な方法と考えられている活性炭法を

活性酸化マンガン法とともに委託研究の対象に選定し,東京電力株

式会社と日立製作所が共同でその研究を受託し,開発を推進しつつ

あるものである｡

燃焼排ガスのようにSO2が02,H20と共存する場合,活性炭の

SO2吸着過程は

(1)SO2,02,H20の吸着

(2)活性炭の触媒作用によるSO2のSO3への転化

(3)SO3の水和反応によるH2SO4の生成

の経過をたどり,SO2はH2SO4の形で最終的に活性炭に吸着されて

いる｡したがってSO2を吸着した活性炭は,水洗によってH2SO4を

容易に抽出除去できるため簡単に再生できる｡本法はこれらの活性

炭の特殊性を利用し,活性炭を繰り返し使って排ガス脱硫を行なう

ものである｡

本脱硫装置の主体は数個の活性炭充てん塔から楕成されており,

各充てん塔は塔出入ロダンパの切換によって乾燥,吸着,水洗脱着

の三工程を順次繰り返す｡

乾燥工程は水洗脱着後のぬれた活性炭を,一部のボイラ排ガスに

よって乾燥させるとともにSO2の吸着を行なう｡

吸着工程は乾燥工程で乾燥した活性炭を使用し,乾燥出口ガスと

乾燥未使用の残りのボイラ排ガスとの混合ガス中のSO2の吸着浄化
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図2 6,000Nm3/hテストプラント

を行なう｡

水洗脱着工程は吸着工程でSO2を吸着した活性炭を,ガスを遮断

した状態で塔上部から注水することによって脱着再生する｡

水洗脱着工程から出る希硫酸は副産物回収工程にまわす｡

大形プロジェクトの第1段階として,処理ガス量6,000Nmさ/b

(2,000kW相当)のテストプラントを東京電力株式会社五井火力発

電所に昭和42年1月末に設置した｡

6,000Nm8/hテストプラントの活性炭充てん塔は6塔あり,常時

吸着3塔,乾燥2塔,水洗脱着1塔として使用される｡基準運転は
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図1 活性炭法フ ロ シート

切換時間が10時間のため乾燥20時間,

吸着30時間,水洗脱着10時間となり,

1サイクルは60時間である｡

6,000Nm3/hテストプラントは42年

8月末まで約2,700時間運転し,各種

試験を行ない,本プロセスの妥当性を

確認することができた｡これまでに得

られた試験結果を要約すると次のよう

になる｡

(1)活性炭の性能劣化はきわめて

少なく,約2,700時間運転後

も脱硫率は90%以上を保持

している｡活性炭の性能劣化

はさらに運転を継続して確認

される｡

(2)通風損失は計酎直600mmAq

に対し多少上まわったが,高

性能活性炭を使用することに

よって現在400～500mmAq

が得られている｡通風壬員失は



究

通風機の所要動力に直接影響するので活性炭の性能劣化な

どを考慮しつつ,極力これを減少するよう研究が進められ

ている｡

(3)脱硫装置出口の排ガス温度は105～110℃で煙突の拡散効

果をはとんどそこなわない｡

(4)水洗脱着により約20%濃度の排硫酸を得ることができた｡

超電導材料およびくら形マグネット

日立製作所で開発に成功した超電導材料であるNb-40%Zr-10プg

Ti3元合金線の製造技術を発展させ,溶解および加工法の検討を進

めた結果,単位長2k皿以上の長尺線の小規模生産製造方法を確立

した｡

溶解方法としては,Nb,Zr,Ti原料を電子衝撃溶解炉によって二

重溶解する方法を採用した｡溶解中最も蒸発速度の大きいTiが蒸発

して成分を変動させやすいので,Ti量を目標とする臨界電流値が得

られるようなせまい範囲に押える特別な方式の溶解条件制御を行な

って好結果を得た｡加工はまずインゴットをステンレス管で被覆し

みぞロールによって熱間圧延して棒状とし,さらに冷間伸線と再結

晶焼鈍を繰り返すことにより細線化する｡最終工程で最高の臨界電

流が得られるような加工と二相分離熱処理を行なって,直径0.25mm

の超電導素線を完成する｡加工のむずかしい本合金の長尺線をうる

ためには加工しやすい金属組織をもつイソゴットを溶製すること,

熱間圧延温度の適正化および冷間伸線作業の安定化が必要である｡

このようにして生産化に成功した3元合金素線短尺試料の4.20K

における磁場一臨界電流(ガーん)曲線を,他成分線の特性と一緒に図

3に示す｡固からわかるように,現在報告されている合金系超電導

材料の中で,日立製3元合金線は80kOe以下の磁場における臨界

電流値がすぐれ,世界最高水準の性能を持っている｡

超電導線を大形電磁石に用いるには,使用中に生ずる各種不安定

性を除くための安定化が必要である｡そのため3元合金線を銅メッ

キし,さらに高純度の銅に埋め込むようなストリップケーブル方式

を開発した｡銅中に埋め込む方法としては独特な圧延方法を考案し

八‥ハ.〓M州川代
250

ハリ
訓

150

1nO

(モいN.〇＼望

洋
出
ェ
加
忘

50

A:Nb-40Zr-10′ri薫視

B:Nb-33Zr視線

C:Nt)-60Ti素練

笥B
A

/

D 20 40 60 80 100

磁 場(kOe)

図3 超電導線の4.20Kにおける月一ん特性

図4 くら形超電導コイル(極低温断熱容

量のふたにつり下げてある｡電磁力を押

えるための構造材料は取りはずしてある｡)

実用化した｡

MHD発電機用超電導磁石ではプラズマ流路を設けるため,コイ

ルをくら形とし所定寸法の常温空間を造らなければならない｡そこ

で上記の安定化した超電導ストリップを用いて内径200mm,外径

図5 液体ヘリウム断熱容器(容器の中央部にMHD発電

機のプラズマ流路用の空間部がある｡積層断熱材とふく

射シールド板を用い液体窒素は使用しない新方式のもの

である｡)
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310mm,高さ420mmのくら形コイルを本体とする超電導マグネッ

トを試作した｡超電導ストリップは直径0.25mmの3元合金線を4

本平行に並べて銅に埋め込み縦0.75mm,横4mmの断面構造で,

これを図4のように巻線し,プラズマ流路に垂直に磁束線が通る亡1こ

うにした｡ストリップの巻数は960ターンである｡

液体ヘリウム断熱容器は,図5のように中央部上下に貫通した巾

径96mmの常温空間部をもつ縦形同心円筒状である｡液体ヘリウ∴

収容部の寸法は内径165mm,外径480mm,深さ1,400mmで周別

の断熱空間には后層断熱材を入れ,さらに蒸発ヘリウムガスで冷却

したふく射シールド板を入れて真空断熱する構造で,従来の液体窒

素を用いる断熱構造とは異なっている｡

試作超電導マグネットを4･20Kの液体ヘリウム中で通電実験む子‾〕■･

なった○その結果最大電流460Aで中心磁束密度16kGが得られた｡

また中心磁束密度13kGで61分間の連続運転に成功した｡この際

端子電圧の発生はなく,常に電気抵抗がゼロの状態であった｡また

たとえ電流を増し過ぎたときでも,発生した抵抗は,電流を駄々に

低下することによって容易にゼロとすることができた｡すなわちi話し

作超電導マグネットほ安全に制御できることが確認された､〕なれ

液体ヘリウムの蒸発量も非通電時4.2〃h,380A通電帖5.1g/1-でJ‡

好な結果であった｡

本くら形超電導マグネットの成功は日本で最初のものであり,′/㌢

後さらに大形のマグネットの試作を計画中である｡

原子炉燃料における核分裂生成物の挙動

原子炉燃料が原子炉で燃焼したとき生ずる核分裂生成物がどのよ

うにふるまうかは,原子力発電における安全の問題と深い関係を打

つ重要な研究課題である｡

日本原子力研究所の原子炉JRR-2で照射した燃料カプセルなら

びに株式会社東京原子力産業研究所の原子炉HTRで約2年間任

用した燃料集合体における核分裂生成物を調べた｡燃料はいずれも

二酸化ウランである｡これらでは二酸化ウランが1,400℃以下で照

射もしくは使用されているが,燃料材中の核分裂生成物の移動は顕
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皆ではなく,燃杵被怒管州別ザきへの蓄積もわずか-･ざさあ/､た｡この

照射後試験紙プ粧とあわせて,派遣研究員が参加し/たアメリカにおけ

るガス状核分裂生成物の移動と放出に関するプ土鳩実験の結果を解析

し,このように二酸化ウランが1,000℃付近の温度領域で燃焼する

場合,ガス状核分裂生成物放出の律速過程は,基礎的に核分裂什の∫反

跳で形成された格子欠陥の消滅にあると結論した｡核分裂生成物放

出の見かけの捕性化エネルギーは照射後試験で約70kcal/血01,燃焼

中で約501(Cal/molと出たが,これはほかの計算から求められる核

分裂生成物が,欠陥から抜け出す活性化エネルギー約40kcal/皿01,

欠陥を出て移動するときの活性化エネルギー約30kcal/mol,空孔

子ノ郎対肖滅するときの活性化エネルギー約20kcal/molという値と

矛盾なく理解できる｡

この比較的低温の実験から出発し,さらに高温領域での実験iこは

いった｡株式会社東京原子力産業研究所のガスループで,1,800～

2,000℃に保持された二酸化ウランを照射し,燃焼中の二酸化ウラン

から担体ガスの流れに放出されるガス状核分裂生成物の放射能を観

測している｡図dにこの実験に使用している中心加熱方式の照射要

素主部を示す｡図7は二酸化ウランを1,900℃に加熱して得たガン

マ線エネルギー･スペクトルであるし〕現有 引き続き照射実験デー

タを集荷中であり,二酸化ウランの組織変化とガス状核分裂生成物

放出の関連が明確になるものと期待している｡

一方,パルス運転用技TR炉Jいこモニタ燃料をそう入し,水･-いへ

漏出する核分裂生成物を監視する実験を行なっている｡モニタ燃料

は炉JLを構成する燃料集合体よりも過酷な使用条件で用いられる

が,原了･炉出力のパルス的急増に対して核分裂生成物の流出は全く

検Hlされず,パルス運転用炉心に安全上の問題がないことを確認し

た(〕このように燃料製作の基礎となるデータは着実に集積されて

いる｢

クレーン用構造物の応力解析

最近のように構造物の軽量化が特に要求される場合には,その構

造解析をできるだけ精密化しておくことが必要である｡今回,天井

クレーソ用ボックスガーダとトラッククレーン用ブーム(あるいは

午リークレーン′fHタワー)について新しい解析法の導出を試克た｡



(1)天井クレーン用ボックスガーダ

図8に示すように,ボックスガーダには横行トロリからの車輪

荷重(l町l机)が加わる｡この車輪荷重は種々の利点から内側ウ

ェブと上面カバーとの交線上に置かれるのが普通である｡したが

って,もしガーダ内の隔壁の剛性が不足すれば,ガーダ断面の変

形が過大となり,また外側ウェブが構造部材として有効に働かな

くなるおそれがある｡このように隔壁がガーダの性能に及ぼす影

響は大きいが,これに関係した研究はあまり多くほない｡

このため今回,両端支持のガーダが車輪荷重を受ける場合につ

いて理論解析を行ない,各部の応力と変形を求める式を導いた｡

車輪荷重は同拝割･こ多数作用してもよく,またそれらの作用位置は

隔壁の位置でも,隔壁と隔壁との中間位置でもよい｡計算に当た

っては,隔壁を長方形ラーメソと考え,またウェブとフランジか

らなる平板構造には険理論を適用した｡

一方,光弾性模型3個と鋼製模型5個により実験を行なった｡

光弾性模型は隔壁の応力を,また鋼製模型ほカバーとウェブの応

力を求めるためのものである｡導出した式による計算値はこれら

の実験値にほぼ一致した｡

以上の結果から,隔壁剛性の必要十分な大きさや隔壁の有効な

形状などを求めることができた｡

(2)トラッククレーン用ブーム(タワークレーソ用タワー)

最近のようにブームやタワー(いずれもトラス柱体)が長大化

(数十メートル)してくると,これらのねじり荷重による応力が無

視できなくなってくる｡このため変位法を立体構造物としてのブ

ームヤクワ一に適用し,部材配置,部材寸法および荷重が任意の

場合の応力計算用プログラムを作成した｡

このプログラムの実用性を確かめるため,模型5個による実験

結果とプログラムを用いた計算結果との比較を行なったが,各荷

重条件の下で両者はかなりよく一致した(図9)｡

また,プログラムを使用してトラス柱体がねじり荷重を受けた
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場合の各部材の応力値の性質について検討した｡その結果,構造

物の層数と部材応力の関係,水平対角材の効果,ねじりモーメソ

トの節点力への分配法,構造物の辺比と部材応力の関係などがわ

かった｡また従来,鉄塔などの設計に用いられていたねじり応力

の簡略計算法(平面としての構造計算)は,実際とかなり違った結

果を与え,この実用には問題があることがわかった｡

ハイブリッド計算機による動画作製

映画やテレビの動画を作るには,少しずつ異なる多数の画をいち

いち手で措く必要があり大変な手数が必要である｡この手数を少な

くするために電子計算機の利用を試克た｡2種額の異なった手法を

行なったが,それぞれアナログ計算梯とハイプリット計算機を用い

ている｡いずれの場合も曲線発生に適したアナログ技術を積極的に

利用することにより,計算枚の有効な使用を因っている｡

アナログ計算棟による方法では,画を構成する個々の曲線を数式

で表わし,これらをアナログ回路によって実現し,その解として得

られる図形をブラウソ管上に合成する｡基本図形として,たとえば

円のような簡単な図形から出発し,変換回路を通してこれに程々の

変形を加えることにより希望するパターンを作り,それらを組み合

わせて一枚の画をrFり上げる｡図10は,この方法によって作られた

浸画の例である｡基本図形や変換回路中に含まれるパラメータを,

手動またはディジタル計算機プログラムによって動かすことにより

アニメーショソ効果を出すことができる｡この実験にほ日立製作所

ALS2000高速線返し形アナログ計算機が使われた｡これは微分方程

式に対して3,000solution/sの解の繰返し周期(repetition rate)を

有し,多数の曲線からなる画をブラウソ管上にちらつきのないよう

な方法でディスプレイできる｡この方法はプラウソ管上の画を実時

間で動かせる特長はあるが,一方浸画家の意図に忠実な画をrFり出

すことがむずかしいこと,画が複雑になるとアナログ回路も投薬琵に

なる欠点がある｡

/､イブリッ1､計算機による方法では,浸画家が離れた2コマの原

画を措き,これら二つの原画とその問の動きを示す曲線を計算機に

与え,その途中のコマを計算機に描かせようとするものである｡計算

機にはハイブリッド計算機を用いているが,その矧如よアナログ技

術を用いると画の入出力を効果的に行なわせるためである｡画を計

算機に入力するために特殊な図形読取装置が開発された｡この装置

は位置検出用のペソと一組のファンクショソ･スイッチからなり,

ペンを曲線に沿って動かすとその点の座標が電磁包細勺に検出される

ようになっており,ファンクショソ･スイッチを操作することによ

＼

図10 アナログ手法により作られた動画
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図11ハイブリッド手法により作られた動画

り,点の座標情報と,その点が曲線の始点であるとか終点であるとか

いった点の種額に関する情報が計算機に読み込まれる｡この装置か

ら読み込まれた原画は,点列の形で計算機に記憶されている｡次に

2コマ間の動きを示す情報を同じ図形読取装置を通して与えると,

計算機は途中のコマを線形補間の方法で計算する｡このようにして

計算された点列をつないで画を再成するのであるが,その目的にア

ナログ補間回路を用いている｡アナログ補間回路を用いる利点は,

データ数が少なくてよいこと,なめらかな曲線が容易に得られ,高

速であることなどから,ディジタル計算機の記憶量,処理負担の軽

減に効果がある｡図11はこの方法により作られた動画の一例を示

したものである｡

以上に述べた方法により,一応二次元の動作をする動画を作製す

ることができ,ほぼ満足すべき結果を得ている｡すでに簡単な科学

教材用の動画がこの方法で作られ実用された｡しかしながら,空間

的な複雑な動きを伴う本格的な動画を作るには,まだ残された問題

が多く今後さらに研究が必要である｡

ここに使われたようなハイブリッド図形入出力技術は,動画に限

らず,広く計算機応用の分野において有効に使われるものと思わ

れる｡

ビームガイドを用いた

レーダ方式による障害物探知

鉄道の高速化に伴って軌道上の障害物を事前に探知することは,

安全運転を確保するうえでますます重要さを増している｡障害物探

知の問題は日本国有鉄道技術研究所が主体となって,ここ数年にわ

たって行なわれてきており,開発された障害物探知と列車通信,列車

制御が同時にできる漏えい導波管方式は画期的なものであったが,

経済性から実用化に問題がある｡

電磁波ビーム伝送は1961年Goubau民らにより提案されたもの

で,これの拡張としての金属反射板を位相変成器として用いる反射

嘲
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図12 日本国有鉄道技術研究所構内に布設された
非連続反射板形ビームガイド

板形ビーム伝送は低損失で,反射板に囲まれた空間に電磁波が存在

するために,電磁波ビームが軌道面全体をカバーでき,障害物探知

のための伝送路として適している｡

伝送路の形式としては,軌道の探知問題も考慮し,日立電線株式

会社では図12のように一次元放物面(円筒パラボラ)反射板を周期

的に並べた新しい伝送路を開発した｡この種の伝送路では,伝送損

失は金属による熱損失と反射板が有限なための回折損失の和であ

る○高さ70cm長さ500cmの反射板では理論値が1.5dB/km,実

測値が6･8dB/km(周波数はともに9.4GHz)が得られ,理論値のほ

ぼ4倍ではあるが低損失性が確められた｡

障害物探知の実験は･上記ビーム･ウエーブ･ガイドを伝送路と

するレーダ方式で行なわれ,有効な方式であることがわかった(図

13参照)｡ビーム･ウェーブ･ガイドが非連続形であるために反射板

との間隔を大きくすると電磁波のカノミーでできない部分が生じ障

害物探知の死角ができるが,間隔を適当に選べば解決できる｡

図13 障害物になるレーダエコー(10m/1cm)

(左:打出レミルス,右:障害物による反射パルス)




